
 

日本材料学会中国・四国・九州支部規程 

（名称） 

第 1 条 当支部は公益社団法人日本材料学会中国・四国・九州支部と称する。英文では Chugoku, Shikoku 

and Kyushu Branch of the Society of Materials Science, Japan とする。 

 

（構成員） 

第２条 当支部は中国、四国および九州地区に勤務または居住する日本材料学会会員（以下，支部会員

という）をもって構成する。 

 

（事業目的および内容） 

第３条 当支部は日本材料学会定款に規定する目的に準拠し、諸種の事業を行う。 

 

（支部長） 

第４条 当支部に支部長 1 名をおく。  

  ２ 支部長候補者は支部会員中より幹事会で選出し、理事会で選任されたものが支部長に着任する。 

  ３ 支部長の任期は、4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までの 1 年とする。 

 

（支部長の任務） 

第５条 支部長は支部を代表して会務を統括し、支部総会および幹事会を招集しその議長となる。 

  ２ 支部長は任期満了後も会務の遂行に支障があるときは、後任者が就任するまで残務を行うもの

とする。 

 

（支部の委員） 

第６条 当支部に次の委員をおく。 

(1) 常議員 ： 支部会員（学生会員を除く）総数の 3 割程度以内 

(2) 幹事 ： 20 名程度以内 

(3) 副支部長 ： 2 名 

(4) 庶務幹事 ： 1 名 

(5) 会計幹事 ： 1 名 

(6) 会計監査役 ： 1 名 

２ 常議員は支部会員（学生会員を除く）より支部長が指名し、支部総会で選任されたものが着任

する。 

３ 常議員の任期は 2 年とする。但し、常議員の再任は妨げない。 

４ 幹事、副支部長は常議員中より支部長が指名し、支部総会で選任されたものが着任する。 

５ 庶務幹事、会計幹事および会計監査役は、幹事より支部長が指名し、支部総会で選任されたも

のが着任する。 

６ 上記委員に欠員が出たときは、支部会員（学生会員を除く）より支部長が指名し、幹事会で選

任されたものが着任することができる。新たに着任した委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

 



 

（支部の委員の任務） 

第７条 常議員は支部総会において決議すべき事項、その他支部長から示された重要な会務について評

議決定する。 

  ２ 幹事は支部総会および幹事会において決議すべき事項、その他支部長から示された重要な会務

について評議決定する。 

  ３ 常議員および幹事は任期満了後も会務の遂行に支障がある場合、後任者が就任するまで残務を

行うものとする。 

  ４ 副支部長は支部長を補佐し、支部長の職務遂行に支障がある場合、支部長の職を代行する。 

  ５ 庶務幹事は支部長を補佐し、庶務を処理する。 

  ６ 会計幹事は支部長を補佐し、会計を処理する。 

  ７ 会計監査役は財務諸表等に関する報告内容の監査を行う。 

 

（支部総会の開催） 

第８条 通常の支部総会は毎年１回開く。支部総会の招集は遅くとも開催の 14 日以前に会議の目的事

項を示して支部会員（学生会員を除く）に通知しなければならない。ただし止むを得ない場合は前

項の通告期限を短縮することができる。 

 

（支部総会の招集） 

第９条 支部総会は支部会員（学生会員を除く）の 10 分の 1 以上が出席しなければ開くことができな

い。但し、書面もしくは電磁的方法により委任状を提出した者は出席者と見なす。 

 

（臨時の支部総会） 

第 10 条 臨時の支部総会は次の事由によって通常の支部総会を待つことができない場合、支部長がこ

れを招集する。 

(1) 幹事会で必要と認めたとき 

(2) 支部会員（学生会員を除く）の 5 分の 1 以上よりあらかじめ会議の事項を示して請求が

あったとき 

 

（支部総会の審理および決議） 

第 11 条 支部総会は、電磁的方法により提供されたものを含む書面によって審理または決議すること

ができる。 

２ 支部総会の議事は、出席者（委任状提出会員および学生会員を除く）の過半数で決し、可否同

数のときは議長が決める。 

 

（事業年度） 

第 12 条 当支部の事業年度は毎年 4 月 1 日に始まり翌年 3 月末日に終わる。 

 

（事業計画および収支予算） 

第 13 条 当支部の事業計画および収支予算については、毎事業年度開始までに、支部長が庶務幹事と

会計幹事の協力のもと資料を作成し、総会で報告・審議した後、理事会の承認を受けなければなら



 

ない。 

 

（事業報告および収支決算） 

第 14 条 当支部の事業報告および収支決算については、毎事業年度終了後 2 箇月以内に、支部長が庶

務幹事と会計幹事の協力のもと次の資料を作成し、総会で報告・審議した後、会計監査役による監

査と理事会の承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 貸借対照表 

(3) 収支計算書 

 

（支部規程の変更） 

第 15 条 本規程を変更するためには、支部総会で出席者（委任状提出会員および学生会員を除く）の

過半数の同意を得たうえ、理事会の承認を得なければならない。 

 

（附則） 

１ 本規程は令和８年（2026年）４月２１に制定する。 

２ 本規程は令和８年（2026年）５月３０に施行する。 
 

 

 

 

 


